
目標年

H17 千葉県 40.0 34.5 152.4 実践的な研修教育により、新規就農者を育成確保する。

1 1 100.0
すでに、法人設立がされており集落内で農用地利用改善団
体の規定の中で特定農業法人として位置づけられている。

1 1 100.0 加入済み

46.8 52.0 347.6
農用地の利用集積については、集落の合意形成を得て、農
用地利用改善団体を通じて、推進に努めた結果目標達成で
きた。

1 1 100.0 平成１９年５月３０日付けで特定農業法人となった。

1 1 100.0 特定農業法人の設立により加入対象者となった。

60.3 72.0 161.8 事業導入により。計画以上の効果がでた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした整備事業）

農地利用集積面積（ha） 40.9

集落営農組織の設立 0

水田経営所得経営安定対策
への加入

0H18 長南町 関原地区
集落営農育成・緊急
整備支援

市町村名

新宿地区
集落営農育成・緊急
整備支援

整備事業の取組内容

集落営農組織の設立

水田経営所得経営安定対策
への加入

農地利用集積面積（ha）

成果目標

卒業生の新規就農率の向上
（％）

事業実施年度

H18 東庄町

29.5

1

0

44.7

地区名

農業研修教育・農業
総合支援センター施
設整備

－
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